助成対象事業別記様式第５号（第８条関係）
年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構

理事長　　　　　　　　　　　　様

〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度　海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金変更交付申請書

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記助成金について、下記のとおり変更交付を受けたいので、海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金交付要綱第８条の規定により申請します。

記

１　変更の理由

２　変更の内容

（１）助成金額等

	
	変更前
	変更後

	助成対象経費
	
	

	助成金期待額
	
	

	助成金交付申請額
	
	

	助成金交付決定額
	
	


（２）助成対象事業　　　別紙事業計画書のとおり

注：交付申請書に添付する様式と同様のものを添付する。
別記様式第６号（第９条関係）
年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構

理事長　　　　　　　　　　　　様

〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度　海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金に係る

助成対象事業の内容の変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成対象事業の内容を変更したいので、海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金交付要綱第９条の規定により承認を申請します。

記

１　助成対象事業のテーマ
２　変更の理由

３　変更の内容

（１）内容

（２）変更後の事業計画　　　別紙事業計画書のとおり

注：交付申請書に添付する様式と同様のものを添付する。

別記様式第７号（第11条関係）
年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構

理事長　　　　　　　　　　　　様

〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度　海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金に係る

助成対象事業の廃止承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成対象事業を下記の理由により廃止したいので、海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金交付要綱第11条の規定により承認を申請します。

記

１　廃止する助成対象事業のテーマ
２　廃止の理由

３　廃止の時期
別記様式第８号（第13条関係）
年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構

理事長　　　　　　　　　　　　様

〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度　海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金に係る

助成対象事業遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成対象事業の遂行状況について、海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金交付要綱第13条の規定により下記のとおり報告します。

記

１　助成対象事業のテーマ
２　遂行状況（平成　　年度計画に対する遂行状況）
（１）計画に係る指標等

	
	経営向上指標
	海外人材に係る事項

	
	売上高
	営業利益
	本事業に

伴う雇用者
	雇用経費
	雇用開始日

	計　画
	
	
	
	
	

	月　日

時点実績
	
	
	
	
	


　注１：経営向上指標及び雇用等経費の支払い実績を把握できるよう、月次試算表、
給与等支給明細表及び勤務実績表（出勤簿でも可）を添付すること。
　注２：本事業の利用（事業の拡大など）を要因として増加した正規雇用者の人数を

記載してください。

（２）事業の遂行状況
　　　（事業の実施経過、取組成果について別紙により具体的な遂行状況を記載する。）
別記様式第９号（第14条関係）
年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構

理事長　　　　　　　　　　　　様

〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度　海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金実績報告書

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成対象事業が完了したので、海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金交付要綱第14条の規定により下記のとおりその実績を報告します。

記

１　助成対象事業のテーマ
２　助成金額　　　　金　　　　　　　　　円

３　実績総括表
	
	経営向上指標
	海外人材に係る事項

	
	売上高
	営業利益
	本事業に

伴う雇用者
	助成対象経費
	助成金額

	計　画
	
	
	
	
	

	実　績
	
	
	
	
	


　注１：経営向上指標及び雇用等経費の支払い実績を把握できるよう、月次試算表、
給与等支給明細表及び勤務実績表（出勤簿でも可）を添付すること。

　注２：本事業の利用（事業の拡大など）を要因として増加した正規雇用者の人数を

記載してください。

４　事業実績
　　別紙助成対象事業実績書のとおり
助成対象事業実績書
＜企業概要＞
	[企業名]


	[代表者名(役職・氏名)]


	[業種]



	[所在地]　〒　　　　－　　　　



	[TEL]　　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　　

[FAX] 　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　　　
	[設立年月]

　　　　　　　　　年　　　　　　月

	[資本金(又は出資金)]　　　　　　　　　　　千円　　

[大企業及び大企業役員からの出資の有無]　　□あり(出資比率　　　％)　・　□なし

	[従業員]　　　人（常用　　人・臨時　　人）
	[年間売上高]　　　　千円(平成　　年　　月決算)


＜助成対象事業＞
	[事業テーマ]


	[本事業で実施する取組]（計画）
　※申請時の事業計画書から転記
	[本事業で実施した取組]（実績）



＜海外人材＞
	
	雇用期間
	勤務日数
	雇用経費

（助成対象経費）
	助成金額

	計　画
	
	日
	円
	円

	実　績
	
	日
	円
	円

	[具体的職務内容]（計画）

　※申請時の事業計画書から転記
	[活動実績・時期等]




　注：様式に拘わらず、記載内容に応じてページが増えても構わない。

〔経営計画書〕

（単位：千円）

	区分
	会社全体
	海外事業部門

	事業期間
	直近期末

(　　/　　月期)
	H●.4～H●.3

（実績）
	直近期末

(　　/　　月期)
	H●.4～H●.3

（実績）

	売上高
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	

	販売及び

一般管理費
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	

	従業員数
	人
	人
	人
	人

	（うち本事業に

伴う雇用者※）
	－
	人
	－
	人

	人件費
	
	
	
	

	設備投資額
	
	
	
	


※・本事業の利用（事業の拡大など）を要因として増加する見込みの雇用人数を記載してください。

　・正規雇用（無期・常勤）の人数とし、事業利用と関連のない雇用は除いてください。

別記様式第10号（第17条関係）
年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構

理事長　　　　　　　　　　　　様

〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度　海外販路開拓のための人材活用促進事業費
助成金概算(精算)払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定を受けた標記助成金について、海外販路開拓のための人材活用促進事業費助成金交付要綱第17条の規定により下記のとおり概算(精算)払を請求します。

記

１　請求額　　　金　　　　　　　　　円

２　請求額算定根拠

	区　　　分
	金　　　　額

	交付決定額
	

	概算払受領済額
	

	今回請求額
	

	残額
	


振込先金融機関　　　　　　　　　　　　　　　　銀行／金庫

預貯金の種別　　　　　　　　　　　　　　　　　普通・当座（該当するものに○印）

金融機関に登録した住所

　〒　　　－　　
預貯金口座名

　　口座番号

1

